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1. 平成28年3月期の連結業績（平成27年4月1日～平成28年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する当期純

利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

28年3月期 12,260 △4.0 666 △36.1 1,046 △22.4 647 △17.1
27年3月期 12,769 △5.4 1,043 △16.0 1,347 △14.2 780 △14.7

（注）包括利益 28年3月期 565百万円 （△42.3％） 27年3月期 980百万円 （2.0％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

28年3月期 33.74 ― 3.3 4.5 5.4
27年3月期 40.41 ― 4.1 5.9 8.2

（参考） 持分法投資損益 28年3月期 ―百万円 27年3月期 ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

28年3月期 22,839 19,700 86.3 1,036.54
27年3月期 23,189 19,555 84.3 1,012.66

（参考） 自己資本 28年3月期 19,700百万円 27年3月期 19,555百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

28年3月期 851 △837 △470 6,687
27年3月期 1,498 △418 △339 7,143

2. 配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

27年3月期 ― 0.00 ― 15.00 15.00 289 37.1 1.5
28年3月期 ― 0.00 ― 13.00 13.00 247 38.5 1.3
29年3月期(予想) ― 0.00 ― 13.00 13.00 37.4

3. 平成29年 3月期の連結業績予想（平成28年 4月 1日～平成29年 3月31日）  
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 5,790 0.4 310 2.0 460 △4.4 285 △9.6 15.00
通期 12,400 1.1 780 16.9 1,080 3.2 660 2.0 34.73



※ 注記事項 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 有 

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

新規 ―社 （社名） 、 除外 1社 （社名） 株式会社プリンスエイジェンシー

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更  ： 有
② ①以外の会計方針の変更  ： 無
③ 会計上の見積りの変更  ： 無
④ 修正再表示  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 28年3月期 24,771,561 株 27年3月期 24,771,561 株
② 期末自己株式数 28年3月期 5,765,658 株 27年3月期 5,460,998 株
③ 期中平均株式数 28年3月期 19,182,978 株 27年3月期 19,322,258 株

（参考）個別業績の概要 

平成28年3月期の個別業績（平成27年4月1日～平成28年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

28年3月期 11,100 △2.9 501 △38.5 854 △22.5 611 △2.6
27年3月期 11,437 △4.2 815 △23.2 1,102 △55.3 627 △66.9

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

28年3月期 31.85 ―
27年3月期 32.46 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

28年3月期 21,459 18,445 86.0 970.52
27年3月期 21,677 18,368 84.7 951.23

（参考） 自己資本 28年3月期 18,445百万円 27年3月期 18,368百万円

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続は終
了していません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際
の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資
料 2ページ「1.経営成績・財政状態に関する分析 (1)経営成績に関する分析」をご覧ください。 
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１．経営成績・財政状態に関する分析

（１）経営成績に関する分析

当連結会計年度におけるわが国経済は、政府や日本銀行の各種政策を背景に、企業収益や雇用情勢に改善の傾向が

見られましたが、中国をはじめとする海外経済の減速リスクが懸念されるなど、景気の先行きは依然として不透明な

状況が続いております。

アパレル業界におきましても、消費増税後の消費者の衣料品に対する節約志向は依然として根強く、今後も消費マ

インドの抑制が懸念され、引き続き厳しい経営環境が続いております。

このような環境のもと当社グループではお客様にご満足いただける「強いものづくり」に基軸を置き、独自性・複

雑性の徹底追求、高品質・高感度な商品作りに引き続き注力すると共に、売上高の拡大に向けてショップ開発を推進

し、店頭運営力の更なる向上や生産管理の強化、経費の効率使用に努めてまいりました。

しかしながら、売上高は前期比4.0％減少の122億60百万円、営業利益は前期比36.1％減少の６億66百万円、経常利

益は前期比22.4％減少の10億46百万円となり、親会社株主に帰属する当期純利益は前期比17.1％減少の６億47百万円

となりました。

事業セグメント別の状況は、以下のとおりであります。

（アパレル事業）

「強い商品力」がアパレル事業の大前提であるという認識の下、企画部門は高品質・高感度な「ものづくり」を

目指して、ブランドコンセプトの明確化と差別化を徹底し、クリエーション力・マーチャンダイジング力を強化し

て、更なる独自性と複雑性の追求に取り組みました。そして新たにパリの老舗バッグメーカー「MORABITO」社と提

携し、ウェアとしては世界で初めてとなる新ブランド「MORABITO STYLE」を2016年春に店頭展開いたしました。

営業部門は質の向上を伴った売上高の拡大を最重要課題として、店頭運営力の更なる向上に努めると共に、人

材・能力を重視したショップ開発を推進してまいりましたが、衣料品に対する消費マインドの低下により、売上高

は前期比3.0％減少の113億17百万円、営業利益は前期比26.6％減少の７億81百万円となりました。

　

（テキスタイル事業）

　自己完結型のビジネススタイルを堅持しながら次世代育成も含めた継続性のある組織体制構築に取り組み、一

方で「ヴィンテージコレクション」を中心とした意匠力の再整備や、素材・加工方法の開発推進による提案力の向

上、そしてビジネス全般における対応力強化を推進して、企画提案型テキスタイルコンバーターとしての機能充実

と新たな可能性追求に努めましたが、アパレル各社の発注抑制等の影響を受け、売上高は前期比14.8％減少の９億

43百万円、営業利益は前期比58.5％減少の24百万円となりました。

　

（２）財政状態に関する分析

①資産、負債、及び純資産の状況

(流動資産)

当連結会計年度末における流動資産の残高は、114億34百万円（前期末は119億12百万円）となり、前連結会計年

度末に比べ、４億78百万円減少いたしました。これは主に、現金及び預金の減少によるものであります。

　

(固定資産)

当連結会計年度末における固定資産の残高は、114億４百万円（前期末は112億76百万円）となり、前連結会計年

度末に比べ、１億28百万円増加いたしました。これは主に、無形固定資産の増加と投資有価証券の減少によるもの

であります。

　

(流動負債)

当連結会計年度末における流動負債の残高は、24億６百万円（前期末は27億55百万円）となり、前連結会計年度

末に比べ、３億49百万円減少いたしました。これは主に、未払法人税等及び未払消費税等の減少によるものであり

ます。

　

(固定負債)

当連結会計年度末における固定負債の残高は、７億32百万円（前期末は８億78百万円）となり、前連結会計年度

末に比べ、１億45百万円減少いたしました。これは主に、長期借入金及び退職給付に係る負債の減少によるもので

あります。
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(純資産)

当連結会計年度末における純資産の残高は、197億円（前期末は195億55百万円）となり、前連結会計年度末に比

べ、１億45百万円増加いたしました。これは主に、利益剰余金の増加及び自己株式の取得とその他有価証券評価差

額金の減少によるものであります。

　

②キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度に比

べ、４億56百万円減少し、当連結会計年度末の残高は66億87百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動による資金は、８億51百万円増加（前期は14億98百万円増加）となりました。これは主に、税金等調

整前当期純利益の計上及び法人税等の支払等によるものであります。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動による資金は、８億37百万円減少（前期は４億18百万円減少）となりました。これは主に、有形固定

資産及び無形固定資産の取得によるものであります。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動による資金は、４億70百万円減少（前期は３億39百万円減少）となりました。これは主に、配当金の

支払による支出によるものであります。

　

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移

平成24年3月期
（第65期）

平成25年3月期
（第66期）

平成26年3月期
（第67期）

平成27年3月期
（第68期）

平成28年3月期
（第69期）

自己資本比率 82.1 82.9 84.1 84.3 86.3

時価ベースの自己資本比率 25.6 31.8 37.3 35.6 31.9

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率

36.0 29.2 32.6 28.7 47.6

インタレスト・カバレッジ・
レシオ

259.5 330.1 319.9 380.7 266.7

（注）自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い

①各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。

②株式時価総額は期末株価終値×期末発行済株式数(自己株式控除後)により算出しております。

③キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用しており

　ます。有利子負債は、連結貸借対照表上に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象

　としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しており

　ます。

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の重点課題として認識しており、利益配分につきましては、安定的

かつ業績に見合った配当の継続に努めると共に、内部留保の充実にも努めることを基本方針としております。

　安定配当の指標といたしましては、１株当たりの年間基本配当を５円とし、また、業績に見合った配当性向につ

きましては、連結当期純利益の概ね40％を一つの指標といたします。

　内部留保につきましては、高効率の企業体質を作り上げるためのブランド開発、店舗開発等の事業投資を優先し

つつ、株主還元としての自己株式取得も含め、中長期的な視点で投資効率の高い活用を検討してまいります。

　なお、当期の期末配当金は、上記方針に基づき、１株につき普通配当13円とさせていただきます。また、次期の

年間配当金につきましては、13円を予定しております。
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（４）事業等のリスク

当社グループの経営成績、株価及び財務状況等に影響を及ぼす可能性があると考えられる主なリスクには、以下の

ようなものがあります。

なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において、当社グループが判断したものでありま

す。

(1) 外部環境の変化について

当社グループの主要な事業は衣料品等繊維品事業であるため、景気動向、市場動向及び天候不順等による外部環

境の変化により売上高が減少するリスクが想定され、当社グループの業績や財務状況に影響を与える可能性があり

ます。

(2) 海外からの商品調達について

当社グループでは、当社が企画した商品の生産を商社や国内の協力メーカーに委託し、商品として仕入れており

ますが、生産委託した商品が海外(大部分が中国)で生産される割合が高まっております。したがって、中国政府の

輸出に関する規制や日本政府の中国からの輸出品に対する規制などによる輸入環境の変化、中国の経済情勢の変化

及び災害の発生等により、当社グループの商品調達に支障をきたした場合は、当社グループの業績や財務状況に影

響を与える可能性があります。

(3) システムに関するリスクについて

当社グループの事業活動において、コンピュータシステムと通信ネットワークを介して業務処理を実施しており、

自然災害や事故等によるコンピュータシステムと通信ネットワークの不具合、コンピュータウイルスに起因する情

報システムの停止、外部からの不正な侵入による社内データベースの漏洩・消失等により、当社グループの業績や

財務状況に影響を与える可能性があります。

(4) 退職給付債務について

当社グループの退職給付費用及び債務は、割引率等数理計算上の前提条件や年金資産の期待運用収益率に基づい

て算出されており、実際の結果が前提条件と異なる場合、又は前提条件が変更された場合、その影響は将来期間に

おいて認識される費用及び債務に影響を与えることになります。退職給付債務等の計算の基礎に関する事項(割引

率、期待運用収益率等)が悪化した場合、当社グループの業績や財務状況に影響を与える可能性があります。

(5) 法的規制等について

現在、当社グループが事業を推進する上で、当社グループの事業そのものを規制する法的規制はありませんが、

事業者としてのあらゆる法的規制を受けております。当社グループはこれらの法的規制についても遵守を徹底して

おりますが、各種法令の変化に対して当社が適切に対応できなかった場合、当社グループの業績や財務状況に影響

を与える可能性があります。

(6) 自然災害等について

地震等の自然災害や火災等の事故等により当社グループの事業所等の営業拠点に重要な影響を及ぼす事象が発生

した場合、当社グループの業績や財務状況に影響を与える可能性があります。

（５）継続企業の前提に関する重要事象等

該当事項はありません。
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２．企業集団の状況

当社グループは、当社及び子会社３社で構成されており、その主要な事業は衣料品等繊維品事業であります。子会

社３社はすべて連結子会社であります。

当社グループの事業に係わる位置付け及びセグメントとの関連は、次のとおりであります。

　なお、セグメントと同一の区分であります。

（アパレル事業）

　当社はレディスアパレル・ファッショングッズの卸売を行っております。また、㈱エス企画はアパレル用附属

品・販促資材の卸売を行っており、当社に一部商品の供給を行っております。

　なお、㈱キングアパレルサポートは企画・販売・物流並びに事務業務の代行等を行っており、当社、㈱ポーン、

㈱エス企画はそれらの業務の一部を同社に委託しております。

（テキスタイル事業）

　㈱ポーンはテキスタイルの卸売を行っており、当社に一部商品の供給を行っております。

　

事業の系統図は、次のとおりであります。

　

　

　 株式会社プリンスエイジェンシーは、当連結会計年度において清算結了いたしました。
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３．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

当社には「もの言わぬものに、もの言わせるものづくり」という社是と、「私たちは、常に社会と生活者を見つ

め、たゆまぬ創造と変革を行い、より充実した生活にしよう」という企業理念があり、この社是・企業理念に沿っ

て、以下の方針で経営に取り組んでおります。

　

①“ファッション産業”という当社の本業に徹する。

②ベターアップ商品でのクリエーション展開に特化し、素材・品質・着心地・ファッション性の全てにわたって

ハイクオリティを目指す。

③企業規模の大小にとらわれず、企業理念に沿って、その存在価値が株主・お取引先・社員など全ての利害関係

者から明確に認められ、安定した収益と成長を確保できるエクセレントカンパニーを目指す。

（２）目標とする経営指標

当社グループは、安定した成長性と収益性により、企業価値の継続的な向上を図ることが重要であると認識して

おり、より一層の効率的な経営を推進することにより、売上高経常利益率のさらなる向上を目指しております。

（３）中長期的な会社の経営戦略

当社グループでは、“ファッション産業”という本業に徹するという基本方針のもと、主力のアパレル部門では、

キャリアからミセスのベターアップゾーンに特化・集中し、高品質・高感度商品の提供や、適切な店頭展開とサー

ビスの実施により、ブランドロイヤリティを向上させると共に、ショップ開拓やブランド開発にも注力し、ブラン

ド間競争における優位性を確保しつつ、並行して生産コストの合理化や諸経費の効率的使用により、安定的な発展

を目指すことを経営戦略の基本としております。

（４）会社の対処すべき課題

今後の見通しにつきましては、消費増税の動向に加え、先行き不透明な経済環境が消費マインドに与える影響も

懸念され、難しい経営環境が継続するものと予想されます。

このような環境のもと当社グループでは、お客様にご満足いただける「強いものづくり」を変わらぬ基軸とし、

独自性・複雑性の徹底追求、高品質・高感度な商品作りに引き続き注力すると共に、店頭運営力の更なる向上、生

産管理の強化、経費の効率使用に努め、科学（構造式）をベースに、感性（想像力）を駆使して、継続的、安定的

に質の高い事業内容を目指すべく全力を傾注する所存であります。

（５）その他、会社の経営上重要な事項

該当事項はありません。

４．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社グループは、国際的な事業展開や資金調達を行っておりませんので、日本基準に基づき連結財務諸表を作成し

ております。
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５．連結財務諸表

（１）連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当連結会計年度
(平成28年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 8,143 7,687

受取手形及び売掛金 1,429 1,359

商品 1,969 2,036

原材料及び貯蔵品 44 31

繰延税金資産 141 119

その他 208 217

貸倒引当金 △24 △17

流動資産合計 11,912 11,434

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※3 1,955 ※3 1,878

土地 3,558 3,558

その他（純額） 312 303

有形固定資産合計 ※1 5,827 ※1 5,740

無形固定資産 60 472

投資その他の資産

投資有価証券 1,483 1,305

長期貸付金 7 5

繰延税金資産 4 -

投資不動産（純額） ※2 2,431 ※2 2,411

差入保証金 730 728

その他 749 758

貸倒引当金 △18 △18

投資その他の資産合計 5,388 5,191

固定資産合計 11,276 11,404

資産合計 23,189 22,839
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当連結会計年度
(平成28年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 981 960

短期借入金 380 380

未払金 389 320

未払法人税等 329 224

未払消費税等 139 34

賞与引当金 300 254

役員賞与引当金 27 21

その他 208 210

流動負債合計 2,755 2,406

固定負債

長期借入金 50 -

繰延税金負債 46 3

退職給付に係る負債 284 225

資産除去債務 101 107

長期未払金 167 167

その他 229 229

固定負債合計 878 732

負債合計 3,634 3,138

純資産の部

株主資本

資本金 2,346 2,346

資本剰余金 8,127 8,127

利益剰余金 10,247 10,605

自己株式 △1,575 △1,705

株主資本合計 19,145 19,372

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 420 305

退職給付に係る調整累計額 △10 22

その他の包括利益累計額合計 409 328

純資産合計 19,555 19,700

負債純資産合計 23,189 22,839
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（２）連結損益及び包括利益計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

売上高 12,769 12,260

売上原価 ※1 5,588 ※1 5,406

売上総利益 7,180 6,854

販売費及び一般管理費 ※2 6,136 ※2 6,187

営業利益 1,043 666

営業外収益

受取利息 15 14

受取配当金 29 29

受取地代家賃 369 401

仕入割引 17 27

貸倒引当金戻入額 14 7

雑収入 20 41

営業外収益合計 467 522

営業外費用

支払利息 4 3

賃貸費用 157 136

雑損失 2 3

営業外費用合計 163 143

経常利益 1,347 1,046

特別利益

固定資産売却益 ※3 2 ※3 0

特別利益合計 2 0

特別損失

固定資産除却損 ※4 23 ※4 37

社会保険料追加負担金 ※5 28 -

特別損失合計 51 37

税金等調整前当期純利益 1,297 1,008

法人税、住民税及び事業税 448 326

法人税等調整額 68 35

法人税等合計 517 361

当期純利益 780 647

（内訳）

親会社株主に帰属する当期純利益 780 647

非支配株主に帰属する当期純利益 - -

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 199 △114

退職給付に係る調整額 0 32

その他の包括利益合計 ※6 199 ※6 △81

包括利益 980 565

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 980 565

非支配株主に係る包括利益 - -
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 2,346 8,127 9,836 △1,564 18,744

会計方針の変更によ

る累積的影響額
△40 △40

会計方針の変更を反映

した当期首残高
2,346 8,127 9,795 △1,564 18,704

当期変動額

剰余金の配当 △328 △328

親会社株主に帰属す

る当期純利益
780 780

自己株式の取得 △11 △11

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

当期変動額合計 ― ― 452 △11 440

当期末残高 2,346 8,127 10,247 △1,575 19,145

その他の包括利益累計額

純資産合計その他有価証券

評価差額金

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 220 △10 210 18,955

会計方針の変更によ

る累積的影響額
△40

会計方針の変更を反映

した当期首残高
220 △10 210 18,914

当期変動額

剰余金の配当 △328

親会社株主に帰属す

る当期純利益
780

自己株式の取得 △11

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

199 0 199 199

当期変動額合計 199 0 199 640

当期末残高 420 △10 409 19,555
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当連結会計年度(自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 2,346 8,127 10,247 △1,575 19,145

会計方針の変更によ

る累積的影響額
―

会計方針の変更を反映

した当期首残高
2,346 8,127 10,247 △1,575 19,145

当期変動額

剰余金の配当 △289 △289

親会社株主に帰属す

る当期純利益
647 647

自己株式の取得 △130 △130

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

当期変動額合計 ― ― 357 △130 227

当期末残高 2,346 8,127 10,605 △1,705 19,372

その他の包括利益累計額

純資産合計その他有価証券

評価差額金

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 420 △10 409 19,555

会計方針の変更によ

る累積的影響額
―

会計方針の変更を反映

した当期首残高
420 △10 409 19,555

当期変動額

剰余金の配当 △289

親会社株主に帰属す

る当期純利益
647

自己株式の取得 △130

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

△114 32 △81 △81

当期変動額合計 △114 32 △81 145

当期末残高 305 22 328 19,700
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 1,297 1,008

減価償却費 445 450

その他の償却額 11 13

貸倒引当金の増減額（△は減少） △15 △7

賞与引当金の増減額（△は減少） △49 △45

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △4 △6

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △17 △59

受取利息及び受取配当金 △45 △43

支払利息 4 3

固定資産売却損益（△は益） △2 △0

固定資産除却損 23 37

社会保険料追加負担金 205 -

売上債権の増減額（△は増加） 28 70

たな卸資産の増減額（△は増加） △2 △54

仕入債務の増減額（△は減少） △108 △20

その他 103 △90

小計 1,875 1,256

利息及び配当金の受取額 45 44

利息の支払額 △3 △3

法人税等の支払額 △417 △446

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,498 851

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △2,000 △2,000

定期預金の払戻による収入 2,000 2,000

有形固定資産の取得による支出 △406 △338

有形固定資産の売却による収入 4 1

無形固定資産の取得による支出 △25 △464

投資有価証券の取得による支出 △2 △2

貸付けによる支出 △0 △9

貸付金の回収による収入 5 11

差入保証金の差入による支出 △30 △39

差入保証金の回収による収入 49 30

その他 △12 △26

投資活動によるキャッシュ・フロー △418 △837

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 - △50

自己株式の取得による支出 △11 △130

配当金の支払額 △328 △289

財務活動によるキャッシュ・フロー △339 △470

現金及び現金同等物に係る換算差額 - -

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 740 △456

現金及び現金同等物の期首残高 6,403 7,143

現金及び現金同等物の期末残高 ※1 7,143 ※1 6,687
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はありません。

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

１ 連結の範囲に関する事項

　(1) 連結子会社の数及び連結子会社名

連結子会社は、株式会社ポーン、株式会社エス企画、株式会社キングアパレルサポートの3社であります。

前連結会計年度において連結子会社でありました株式会社プリンスエイジェンシーは、当連結会計年度におい

て清算結了したため、連結の範囲から除外しております。
　

　(2) 主要な非連結子会社名

　 非連結子会社はありません。
　

２ 持分法の適用に関する事項

　 該当する会社はありません。
　

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

　 連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。
　

４ 会計方針に関する事項

　(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

　 ①有価証券

　 その他有価証券

　 時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定)

　 時価のないもの

移動平均法による原価法

　 ②たな卸資産

商品……総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

原材料…総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

貯蔵品…個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

　

　(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

　 ①有形固定資産及び投資不動産（リース資産を除く）

　 定率法

ただし、平成10年４月１日以降取得した建物(建物附属設備を除く)については、定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 ２～50年

　 ②無形固定資産（リース資産を除く）

定額法

なお、ソフトウェア(自社利用分)については、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法によっており

ます。
　

　(3) 重要な引当金の計上基準

　 ①貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
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　 ②賞与引当金

従業員の賞与の支出に備えるため、支給見込額を計上しております。

　 ③役員賞与引当金

役員に対して支給する賞与の支出に備えるため、当連結会計年度における支給見込額に基づき、当連結会計年

度に見合う分を計上しております。

　(4) 退職給付に係る会計処理の方法

　 ①退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、

給付算定式基準によっております。

　 ②数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

(５年)による定率法により按分した額を翌連結会計年度より費用処理しております。
　

　(5) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。
　

　(6) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

　 消費税等の会計処理

　 消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

　

(会計方針の変更)

当連結会計年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基準」とい

う。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基

準」という。）等を当連結会計年度から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変動による差

額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法に変更

いたしました。また、当連結会計年度の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定による

取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する連結会計年度の連結財務諸表に反映させる方法に変更しておりま

す。加えて、当期純利益等の表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前連結会計年度に

ついては、連結財務諸表の組替えを行っております。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、連結会計基準第44－５項（４）及

び事業分離等会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首時点から将

来にわたって適用しております。

なお、これによる当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益に与える影響はありません。

　

(連結貸借対照表関係)

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は以下のとおりであります。

前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当連結会計年度
(平成28年３月31日)

有形固定資産 5,698百万円 5,816百万円
　
※２ 投資不動産の減価償却累計額は以下のとおりであります。

前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当連結会計年度
(平成28年３月31日)

投資不動産 134百万円 154百万円
　
※３ 国庫補助金の適用を受けて有形固定資産の取得価額から控除している圧縮記帳額は、以下のとおりであります。

前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当連結会計年度
(平成28年３月31日)

建物及び構築物 61百万円 61百万円
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○ 保証債務

連結会社以外による金融機関からの借入に対して、債務保証を行っております。

前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当連結会計年度
(平成28年３月31日)

パートナーショップ等 30件 26 百万円 パートナーショップ等 19件 15 百万円
　

(連結損益及び包括利益計算書関係)

※１ 期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、たな卸評価損が売上原価に含まれております。

前連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

たな卸評価損 30百万円 33百万円

※２ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次のとおりであります。

前連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

販売促進費 1,701百万円 1,718百万円

貸倒引当金繰入額 0　〃 －　〃

給与手当 1,735　〃 1,806　〃

賞与引当金繰入額 300　〃 254　〃

役員賞与引当金繰入額 27　〃 21　〃

退職給付費用 62　〃 64　〃

※３ 固定資産売却益の内訳

前連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

有形固定資産

　建物及び構築物 2百万円 0百万円

　その他 0 〃 - 〃

　 計 2百万円 0百万円

※４ 固定資産除却損の内訳

前連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

有形固定資産

　建物及び構築物 11百万円 17百万円

　その他 8 〃 4 〃

投資その他の資産

　差入保証金 2 〃 7 〃

　その他 0 〃 8 〃

　 計 23百万円 37百万円

※５ 社会保険料追加負担金
　 前連結会計年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）

社会保険料追加負担金は、当社が加入しております京都織物卸商健康保険組合による社会保険料の追加負担に

係る費用であります。
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※６ その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

前連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

その他有価証券評価差額金

当期発生額 277百万円 △179百万円

組替調整額 － 〃 － 〃

税効果調整前 277百万円 △179百万円

税効果額 △78 〃 65 〃

その他有価証券評価差額金 199百万円 △114百万円

退職給付に係る調整額

当期発生額 △5百万円 46百万円

組替調整額 6 〃 0 〃

税効果調整前 1百万円 46百万円

税効果額 △0 〃 △14 〃

退職給付に係る調整額 0百万円 32百万円

その他の包括利益合計 199百万円 △81百万円

(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）

１ 発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 24,771,561 － － 24,771,561

　

２ 自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 5,435,678 25,320 － 5,460,998

（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次のとおりであります。

平成26年９月10日開催の取締役会決議による自己株式の取得 25,300株

単元未満株式の買取りによる増加 20株
　

３ 新株予約権等に関する事項

　 該当事項はありません。

　

４ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成26年５月９日
取締役会

普通株式 328 17 平成26年３月31日 平成26年６月12日

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成27年５月８日
取締役会

普通株式 利益剰余金 289 15 平成27年３月31日 平成27年６月11日
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当連結会計年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

１ 発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 24,771,561 － － 24,771,561

　

２ 自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 5,460,998 304,660 － 5,765,658

（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次のとおりであります。

平成27年８月10日開催の取締役会決議による自己株式の取得 45,000株

平成27年11月17日開催の取締役会決議による自己株式の取得 259,600株

単元未満株式の買取りによる増加 60株
　

３ 新株予約権等に関する事項

　 該当事項はありません。

　

４ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成27年５月８日
取締役会

普通株式 289 15 平成27年３月31日 平成27年６月11日

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成28年５月９日
取締役会

普通株式 利益剰余金 247 13 平成28年３月31日 平成28年６月13日

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

前連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

現金及び預金勘定 8,143百万円 7,687百万円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金

△1,000 〃 △1,000 〃

現金及び現金同等物 7,143百万円 6,687百万円

　

○ 重要な非資金取引の内容

(1)新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産及び負債の額は、ありません。

(2)重要な資産除去債務の計上額は、以下のとおりであります。

前連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

重要な資産除去債務の計上額 101百万円 107百万円
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(金融商品関係)

１．金融商品の状況に関する事項

(1)金融商品に対する取組方針

当社グループは、主に繊維製品の卸売事業を行うために、必要に応じて運転資金を銀行借入により調達して

おります。また、一時的な余剰資金は、安全性の高い金融資産で運用しております。なお、デリバティブ取引

は行わない方針であります。

　

(2)金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、取引先の信用リスクに晒されております。

　投資有価証券は、長期保有目的の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。また、取引先に

よる金融機関からの借入金の一部に対し債務保証を行っております。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、すべて１年以内の支払期日であります。短期借入金は、主に運転資

金の調達を目的にしたものであり、返済期限は決算日後１年以内であります。なお、短期借入金は変動金利で

あるため、金利の変動リスクに晒されております。

　

(3)金融商品に係るリスク管理体制

①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は、営業債権について、各事業部門における営業部と法務審査部が連携し、主要な取引先の状況を定

期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収

懸念の早期把握や軽減を図っております。

②市場リスク（金利等の変動リスク）の管理

当社は、借入金に係る支払金利の変動リスクを抑制するために、基準金利に一定の料率を上乗せする金利

での借入を行っております。

　投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し、保有状況を継続的に見直してお

ります。

③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社は、各部署からの報告に基づき、財務部が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性

を連結売上高の２ヶ月分相当に維持することなどにより、流動性リスクを管理しております。

　

(4)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含

まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用するこ

とにより、当該価額が変動することもあります。

２．金融商品の時価等に関する事項
　

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握するこ

とが極めて困難と認められるものは、以下の表には含めておりません（（注２）を参照ください。）。

　

前連結会計年度（平成27年３月31日）

区分
連結貸借対照表計上額

(百万円)
時価

(百万円)
差額

(百万円)

(1)現金及び預金 8,143 8,143 －

(2)受取手形及び売掛金 1,429 1,429 －

(3)投資有価証券

　 その他有価証券 1,448 1,448 －

資産計 11,021 11,021 －

(1)支払手形及び買掛金 981 981 －

負債計 981 981 －
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当連結会計年度（平成28年３月31日）

区分
連結貸借対照表計上額

(百万円)
時価

(百万円)
差額

(百万円)

(1)現金及び預金 7,687 7,687 －

(2)受取手形及び売掛金 1,359 1,359 －

(3)投資有価証券

　 その他有価証券 1,270 1,270 －

資産計 10,317 10,317 －

(1)支払手形及び買掛金 960 960 －

負債計 960 960 －

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資産

(1)現金及び預金

預金はすべて短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

(2)受取手形及び売掛金

受取手形及び売掛金はすべてが短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によ

っております。

(3)投資有価証券

株式は取引所の価格によっております。

　また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、「有価証券関係」注記を参照ください。
　

負債

(1)支払手形及び買掛金

支払手形及び買掛金はすべてが短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によ

っております。
　

デリバティブ取引

該当事項はありません。
　

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
（単位：百万円）

区分 前連結会計年度
（平成27年３月31日）

当連結会計年度
（平成28年３月31日）

非上場株式 34 34

上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(3)投資有価証券」

には含めておりません。
　

（注３）金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額
　

前連結会計年度（平成27年３月31日）

１年以内

（百万円）

１年超５年以内

（百万円）

５年超10年以内

（百万円）

10年超

（百万円）

現金及び預金 8,143 ― ― ―

受取手形及び売掛金 1,429 ― ― ―

投資有価証券

　その他有価証券のうち
　満期があるもの

― ― ― ―

合計 9,573 ― ― ―
　

当連結会計年度（平成28年３月31日）

１年以内

（百万円）

１年超５年以内

（百万円）

５年超10年以内

（百万円）

10年超

（百万円）

現金及び預金 7,687 ― ― ―

受取手形及び売掛金 1,359 ― ― ―

投資有価証券

　その他有価証券のうち
　満期があるもの

― ― ― ―

合計 9,046 ― ― ―
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(有価証券関係)

１ その他有価証券
前連結会計年度(平成27年３月31日)

区分
連結決算日における
連結貸借対照表計上額

(百万円)

取得原価
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの
　 株式 1,448 827 620

　 債券 ― ― ―

　 その他 ― ― ―

小計 1,448 827 620
連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの
　 株式 ― ― ―

　 債券 ― ― ―

　 その他 ― ― ―

小計 ― ― ―

合計 1,448 827 620

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額 34百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困
難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

　　
当連結会計年度(平成28年３月31日)

区分
連結決算日における
連結貸借対照表計上額

(百万円)

取得原価
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの
　 株式 1,193 729 463

　 債券 ― ― ―

　 その他 ― ― ―

小計 1,193 729 463
連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの
　 株式 77 100 △22

　 債券 ― ― ―

　 その他 ― ― ―

小計 77 100 △22

合計 1,270 830 440

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額 34百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困
難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

　

２ 連結会計年度中に売却したその他有価証券
　

前連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日)

該当事項はありません。

　

(デリバティブ取引関係)

該当事項はありません。
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(退職給付関係)
　

１ 採用している退職給付制度の概要

当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度及び退職一時金制度を設けております。

また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。

　

２ 確定給付制度

　(1) 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

（百万円）
前連結会計年度

（自 平成26年４月１日

至 平成27年３月31日）

当連結会計年度

（自 平成27年４月１日

至 平成28年３月31日）

退職給付債務の期首残高 835 796

会計方針の変更による累積的影響額 63 －

会計方針の変更を反映した期首残高 898 796

勤務費用 53 55

利息費用 4 3

数理計算上の差異の発生額 3 △42

退職給付の支払額 △162 △117

退職給付債務の期末残高 796 696
　

　(2) 年金資産の期首残高と期末残高の調整表

（百万円）
前連結会計年度

（自 平成26年４月１日

至 平成27年３月31日）

当連結会計年度

（自 平成27年４月１日

至 平成28年３月31日）

年金資産の期首残高 595 512

期待運用収益 3 3

数理計算上の差異の発生額 △1 △1

事業主からの拠出額 62 55

退職給付の支払額 △147 △98

年金資産の期末残高 512 471
　

　(3) 退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る

資産の調整表

（百万円）
前連結会計年度

(平成27年３月31日）

当連結会計年度

(平成28年３月31日）

積立型制度の退職給付債務 796 696

年金資産 △512 △471

284 225

非積立型制度の退職給付債務 － －

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 284 225

退職給付に係る負債 284 225

退職給付に係る資産 － －

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 284 225
　

　(4) 退職給付費用及びその内訳項目の金額

（百万円）
前連結会計年度

（自 平成26年４月１日

至 平成27年３月31日）

当連結会計年度

（自 平成27年４月１日

至 平成28年３月31日）

勤務費用 53 55

利息費用 4 3

期待運用収益 △3 △3

数理計算上の差異の費用処理額 6 6

確定給付制度に係る退職給付費用 60 61
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　(5) 退職給付に係る調整額

退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。
（百万円）

前連結会計年度

（自 平成26年４月１日

至 平成27年３月31日）

当連結会計年度

（自 平成27年４月１日

至 平成28年３月31日）

過去勤務費用 － －

数理計算上の差異 1 46

その他 － －

合計 1 46
　

　(6) 退職給付に係る調整累計額

退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。
（百万円）

前連結会計年度

(平成27年３月31日）

当連結会計年度

(平成28年３月31日）

未認識数理計算上の差異 15 △31

合計 15 △31
　

　(7) 年金資産に関する事項

①年金資産の主な内訳

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

前連結会計年度

(平成27年３月31日）

当連結会計年度

(平成28年３月31日）

債券 －% －%

株式 －% －%

現金及び預金 －% －%

その他（一般勘定） 100% 100%

合計 100% 100%
　

②長期期待運用収益率の設定方法

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成する

多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。
　

(8) 数理計算上の計算基礎に関する事項

主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表しております。）

前連結会計年度

（自 平成26年４月１日

至 平成27年３月31日）

当連結会計年度

（自 平成27年４月１日

至 平成28年３月31日）

割引率 0.49% 0.49%

長期期待運用収益率 0.66% 0.66%
　

(ストック・オプション等関係)

　 該当事項はありません。

決算短信（宝印刷） 2016年05月06日 14時02分 24ページ（Tess 1.50(64) 20160126_01）



株式会社キング(8118) 平成28年３月期 決算短信

23

(税効果会計関係)

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当連結会計年度
(平成28年３月31日)

(繰延税金資産)

　貸倒引当金 13百万円 11百万円

　賞与引当金 101 〃 80 〃

　退職給付に係る負債 90 〃 69 〃

　未払事業税 15 〃 19 〃

　未払事業所税 3 〃 3 〃

　長期未払金 54 〃 51 〃

　一括償却資産 1 〃 1 〃

　ゴルフ会員権評価損 0 〃 0 〃

　電話加入権評価損 9 〃 8 〃

　投資有価証券評価損 76 〃 72 〃

　資産除去債務 31 〃 31 〃

　その他 14 〃 11 〃

　繰延税金資産小計 411 〃 360 〃

　評価性引当額 △109 〃 △106 〃

　繰延税金資産合計 302百万円 253百万円

(繰延税金負債)

　資産除去債務に対応する
　除去費用

3 〃 3 〃

　その他有価証券評価差額金 200 〃 134 〃

　繰延税金負債合計 204百万円 138百万円

　繰延税金資産の純額 97百万円 116百万円

　

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳
　

前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当連結会計年度
(平成28年３月31日)

法定実効税率 35.6％ 33.1％

(調整)

交際費等永久に損金に算入
されない項目

0.9 0.9

受取配当金等永久に益金に算入
されない項目

△0.4 △3.1

住民税均等割 0.8 1.0

税率変更による期末繰延税金資産
の減額修正

2.0 0.5

子会社清算による影響額 － 2.8

子会社との税率差異 0.2 0.4

評価性引当額 △0.2 0.2

その他 0.9 0.0

税効果会計適用後の法人税等の
負担率

39.8％ 35.8％

　
３ 法人税等の税率変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部を改正する等の法律」（平

成28年法律第13号）が平成28年３月29日に国会で成立されたことに伴い、当連結会計年度の繰延税金資産及び繰延税

金負債の計算（ただし、平成28年４月１日以降解消されるものに限る）に使用した法定実効税率は、前連結会計年度

の32.3％から、回収又は支払が見込まれる期間が平成28年４月１日から平成30年３月31日までのものは30.9％、平成

30年４月１日以降のものについては30.6％にそれぞれ変更されております。

その結果、繰延税金資産の金額（繰延税金負債を控除した金額）が８百万円減少し、当連結会計年度に計上された

法人税等調整額が16百万円、その他有価証券評価差額金が７百万円それぞれ増加しております。
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(企業結合等関係)

　 該当事項はありません。
　

(資産除去債務関係)

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

(1) 当該資産除去債務の概要

当社グループが不動産賃貸借契約を締結している店舗等の賃貸期間経過後の原状回復義務等及び当社の所有

する共用資産の使用後のアスベストの除去に伴い発生する法的義務
　

(2) 当該資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間を取得から3～50年と見積もり、使用用途及び使用面積に応じた合理的な価格により算出してお

ります。

　なお、割引率については影響が軽微であるため、当該算定方法に使用しておりません。
　

(3) 当該資産除去債務の総額の増減

前連結会計年度
（自 平成26年４月１日

至 平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成27年４月１日

至 平成28年３月31日）

期首残高 101 百万円 101 百万円

有形固定資産の取得に伴う増加額 7 　〃 12 　〃

資産除去債務の履行による減少額 △7 　〃 △5 　〃

期末残高 101 百万円 107 百万円

(賃貸等不動産関係)

１．賃貸等不動産の概要

当社では、東京都及び京都府等において、賃貸収益を得ることを目的として賃貸用オフィスビルや賃貸駐車

場等を所有しております。

　平成27年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は209百万円（賃貸収益は営業外収益に、主な賃

貸費用は営業外費用に計上）であります。

　平成28年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は265百万円（賃貸収益は営業外収益に、主な賃

貸費用は営業外費用に計上）であります。
　

２．賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額及び当連結会計年度における主な変動並びに連結決算日における時価

及び当該時価の算定方法
（単位：百万円）

前連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

期首残高 3,572 3,556

連結貸借対照表計上額 期中増減額 △16 △31

期末残高 3,556 3,524

期末時価 4,312 4,252

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

２．期中増減額のうち、前連結会計年度の主な増加は、賃貸等不動産の補修による増加（34百万円）であり、

主な減少は、賃貸等不動産の減価償却等（50百万円）であります。

当連結会計年度の主な増加は、 賃貸等不動産の補修による増加（25百万円）であり、主な減少は、賃貸等

不動産の減価償却等（47百万円）であります。

３．時価の算定方法

　 期末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額、その他

の物件については「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額であります。

　但し、重要性が乏しいものについては、一定の評価額や適切に市場価格を反映していると考えられる指標

に基づく価額によっております。
　

３．賃貸等不動産に関する損益
（単位：百万円）

前連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

賃貸等不動産

賃貸収益 367 401

賃貸費用 157 136

差額 209 265

その他（売却損益等） － －
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１ 報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が経営資源

の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社は、国内において衣料品等繊維品事業を行っております。

　したがって、当社は、事業の種類別セグメントとして「アパレル事業」と「テキスタイル事業」の２つを報告

セグメントとしております。

　「アパレル事業」は、アパレル・ファッショングッズの企画・仕入・販売、「テキスタイル事業」は、テキス

タイルの企画・仕入・販売を行っております。
　

２ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に

おける記載と同一であります。

　報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

　また、セグメント間の内部売上高及び振替高は、市場実勢価格に基づいております。

　尚、資産及び負債については、事業セグメントに配分しておりません。
　

３ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）

報告セグメント
調整額

(注)1

連結財務諸表

計上額 (注)2
アパレル

事業

テキスタイル

事業
計

（百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

売上高

(1)外部顧客に対する売上高 11,661 1,107 12,769 － 12,769

(2)セグメント間の内部売上高
　 又は振替高

36 28 64 △64 －

計 11,697 1,136 12,833 △64 12,769

セグメント利益 1,063 58 1,122 △79 1,043

その他の項目

　減価償却費 410 0 411 － 411

（注）１．セグメント利益の調整額 △79百万円には、セグメント間取引消去 １百万円、各報告セグメントに配分し

ていない全社費用 △80百万円が含まれております。

尚、全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない販売費及び一般管理費であります。

２．セグメント利益は、連結損益及び包括利益計算書の営業利益と調整を行っております。

３．資産及び負債については、事業セグメントに配分していないため、記載しておりません。

４．資産については事業セグメントに配分しておりませんが、減価償却費については関係する事業セグメント

の負担割合等を考慮して配分しております。
　

当連結会計年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

報告セグメント
調整額

(注)1

連結財務諸表

計上額 (注)2
アパレル

事業

テキスタイル

事業
計

（百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

売上高

(1)外部顧客に対する売上高 11,317 943 12,260 － 12,260

(2)セグメント間の内部売上高
　 又は振替高

25 41 66 △66 －

計 11,342 984 12,327 △66 12,260

セグメント利益 781 24 805 △138 666

その他の項目

　減価償却費 419 1 420 － 420

（注）１．セグメント利益の調整額 △138百万円には、セグメント間取引消去 0百万円、各報告セグメントに配分し

ていない全社費用 △138百万円が含まれております。

尚、全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない販売費及び一般管理費であります。

２．セグメント利益は、連結損益及び包括利益計算書の営業利益と調整を行っております。

３．資産及び負債については、事業セグメントに配分していないため、記載しておりません。

４．資産については事業セグメントに配分しておりませんが、減価償却費については関係する事業セグメント

の負担割合等を考慮して配分しております。
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【関連情報】

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。
　

２．地域ごとの情報

(1)売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

(2)有形固定資産

本邦以外の有形固定資産がないため、該当事項はありません。
　

３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益及び包括利益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記

載を省略しております。
　

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

該当事項はありません。
　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

該当事項はありません。
　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。
　

(関連当事者情報)

該当事項はありません。
　

(１株当たり情報)

１株当たり純資産額及び算定上の基礎並びに１株当たり当期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであり

ます。

項目
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当連結会計年度

(平成28年３月31日)

(1) １株当たり純資産額 1,012.66円 1,036.54円

　(算定上の基礎)

　 連結貸借対照表の純資産の部の合計額(百万円) 19,555 19,700

　 普通株式に係る純資産額(百万円) 19,555 19,700

　 普通株式の発行済株式数（千株） 24,771 24,771

　 普通株式の自己株式数（千株） 5,460 5,765

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数（千株）

19,310 19,005

　

項目
前連結会計年度

(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

(2) １株当たり当期純利益 40.41円 33.74円

　(算定上の基礎)

　 親会社株主に帰属する当期純利益(百万円) 780 647

　 普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
当期純利益(百万円)

780 647

　 普通株式の期中平均株式数(千株) 19,322 19,182

(注) 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。
　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

６．その他

（１）役員の異動

該当事項はありません。
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